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◎ 農業振興に関するアンケート調査の概要 

 

・調査目的：下野市の農業振興における優良農地の確保や今後の農業施策の検討資料と

併せて、農業者が抱える問題や事業に対する要望などを把握するために調

査を実施 

 

・調査内容 

調査時期 令和５年１０月１３日～１１月３０日 

調査対象者 市内に１０ａ以上の農地を所有する農業者（２，３４１名） 

発送・回収方法 郵送 

回収率 有効回答者：１，０４８名（回答率：４４．７６％） 

主な調査事項 

（１）個人属性（年齢・性別・居住地） 

（２）農業経営の状況、耕作放棄地の状況 

（３）農業後継者及び今後の農業経営の方向性 

（４）地域農業の発展・振興策について 

（５）スマート農業について 

（６）有機農業について 

（７）農業振興地域制度について 

集計方法 

・複数回答でない設問に対し複数回答している場合は、回答数に

含めつつ、それらの人数を備考欄に記載 

・質問の分岐において、本来回答する必要のない設問への回答に

ついては無効として集計 
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１．調査対象者の属性 

問１（年齢層） 

区  分 回答数 構成比 

 

２０歳未満 - - 

２０歳代 ２ ０．２％ 

３０歳代 ５ ０．５％ 

４０歳代 ４２ ４．０％ 

５０歳代 １０５ １０．０％ 

６０歳代 ３３１ ３１．６％ 

７０歳代 ４１８ ３９．９％ 

８０歳以上 １４５ １３．８％ 

合  計 １，０４８ １００．０％ 

 

問２（性 別） 

区  分 回答者数 構成比 

 

男 性 ８９１ ８５．０％ 

女 性 １４４ １３．８％ 

その他 - - 

無回答 １３ １．２％ 

合 計 １，０４８ １００．０％ 

 

問３（居住地） 

区  分 回答者数 構成比 

 

南河内地区 ４４３ ４２．３％ 

石橋地区 ２７３ ２６．０％ 

国分寺地区 ３３１ ３１．６％ 

無回答 １ ０．１％ 

合 計 １，０４８ １００．０％ 

 

問４（家族形態） 

区  分 回答者数 構成比 

 

ひとり暮らし ９１ ８．７％ 

夫婦のみ ２８２ ２６．９％ 

二世代同居（親子） ４１７ ３９．８％ 

三世代同居（親子孫） １８５ １７．７％ 

その他 ５７ ５．４％ 

無回答 １８ １．７％ 

合 計 １，０５０ １００．２％ 

※複数回答者２人・２回答分多い結果となっている 

0 2
5
42

105

331
418

145

1 20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

無回答

891

144

0 13
男

女

その他

無回答

443

273

331

1
南河内地区

石橋地区

国分寺地区

無回答

91

282

417

185

57 18
ひとり暮らし

夫婦のみ

二世代同居

三世代同居

その他

無回答
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２．農業経営の状況 

 

問５（農業形態） 

区  分 回答者数 構成比 

 

専業農家 ２４０ ２２．９％ 

第１種兼業農家 ６６ ６．３％ 

第２種兼業農家 ３４２ ３２．６％ 

非農家 ３８０ ３６．３％ 

無回答 ２１ ２．０％ 

合 計 １，０４９ １００．１％ 

※複数回答者１人・１回答分多い結果となっている 

 

問６（経営耕地面積） 

区  分 回答者数 構成比 

 

0.5ha 未満 ２０２ １９．３％ 

0.5ha～1.0ha 未満 １４９ １４．２％ 

1.0ha～2.0ha 未満 ２３９ ２２．８％ 

2.0ha～3.0ha 未満 １１１ １０．６％ 

3.0.ha～4.0ha 未満 ６５ ６．２％ 

4.0ha～5.0ha 未満 ３１ ３．０％ 

5.0ha～10.0ha 未満 ７６ ７．３％ 

10.0ha 以上 ６６ ６．３％ 

無回答 １１１ １０．６％ 

合 計 １，０５０ １００．３％ 

※経営耕作面積は、借地を含んだ面積である 

複数回答者２人・２回答分多い結果となっている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

240

66

342

380

21 専業農家

第１種兼業農家

第２種兼業農家

非農家

無回答

202

149

23911165

31
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66 111

0.5ha未満
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1.0ha
1.0ha～
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3.0ha～
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4.0ha～
5.0ha
5.0ha～
10.0ha
10.0ha以上

無回答
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問７（収入状況） 

区  分 回答者数 構成比 

 

米 １７０ １６．２％ 

麦類・雑穀 ８ ０．８％ 

露地野菜 １４８ １４．１％ 

施設野菜 ５７ ５．４％ 

果樹 ６ ０．６％ 

花き ８ ０．８％ 

畜産 ８ ０．８％ 

農外収入 ３８６ ３６．８％ 

その他 ２２４ ２１．４％ 

無回答 ６５ ６．２％ 

合 計 １，０８０ １０３．１％ 

※複数回答者２９人・３２回答分多い結果となっている 

 

問８（農作物の主な出荷販売先） 

出荷販売先 
現   在 今   後 

回答者数 構成比 回答者数 構成比 

農協 ３４０ ３２．４％ ３２５ ３１．０％ 

卸売市場 ４６ ４．４％ ４４ ４．２％ 

朝市や直売所 ６９ ６．６％ ７６ ７．３％ 

食品加工業者・加工会社 １４ １．３％ １８ １．７％ 

生産組合・出荷組合 ２８ ２．７％ ２７ ２．６％ 

特定取引先との契約出荷 １７ １．６％ １９ １．８％ 

直接販売（ﾈｯﾄｼｮｯﾌﾟ等） ４ ０．４％ １３ １．２％ 

自家消費・無料配布 ２１２ ２０．２％ ２１２ ２０．２％ 

その他 １３１ １２．５％ １２３ １１．７％ 

無回答 ２２６ ２１．６％ ２３７ ２２．６％ 

合 計 １，０８７ １０３．７％ １，０９４ １０４．３％ 

 

※現在：複数回答者３２人・３９回答分多い結果となっている 

※今後：複数回答者３５人・４６回答分多い結果となっている 

170 8

148

57
6

88

386

224

65

米

麦類・雑穀

露地野菜

施設野菜

果樹

花き

畜産

農外収入

その他

無回答

340

4669

1428174

212

131

226

農協

卸売市場

朝市や直売所

食品加工業者・加工会社

生産組合・出荷組合

特定の取引先との契約出荷

直接販売

自家消費・無料配布

その他

無回答

325

4476

18
271913

212

123

237
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問９（耕作放棄地） 

区  分 回答者数 構成比 

 

耕作放棄地 有 １４１ １３．４％ 

耕作放棄地 無 ６３６ ６０．７％ 

無回答 ２７１ ２５．９％ 

合 計 １，０４８ １００．０％ 

 

（耕作放棄地の内訳） 

区  分 回答者数 構成比 

 

田 ２８ １９．９％ 

畑 ８８ ６２．４％ 

樹園地 ４ ２．８％ 

その他 １２８ ９０．８％ 

非該当 ９０７ - 

合 計 １，１１５ １７５．９％ 

※回答は複数選択可 

 

問１０（耕作放棄地となる理由） 

区  分 回答者数 構成比 

 

耕作条件の悪さ ９８ ９．４％ 

担い手の高齢化 １００ ９．５％ 

適当な栽培作物なし ５７ ５．４％ 

引き受け手がいない ８２ ７．８％ 

耕作意欲がない ８９ ８．５％ 

有害鳥獣の被害大 ２ ０．２％ 

機械や施設の老朽化 ２１ ２．０％ 

農地貸出への抵抗 １１ １．０％ 

農地転用予定あり １７ １．６％ 

売買予定あり １３ １．２％ 

その他 ３１ ３．０％ 

無回答 ７６０ ７２．５％ 

合 計 １，２８１ １２２．１％ 

※回答は複数選択可（３項目まで） 

 

 

 

 

 

141

636

271
ある

ない

無回答

28

88

4

128

田

畑

樹園地

その他

98
100

57

82
89 2

2111

17

13
31

760

耕作条件の

悪さ
担い手の高

齢化
栽培作物な

し
引き受け手

がいない
耕作意欲が

ない
有害鳥獣の

被害大
機械や施設

の老朽化
農地貸出へ

の抵抗
農地転用予

定あり
売却予定あ

り
その他

無回答
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３．農業後継者及び今後の農業経営の方向性 

 

問１１（農業後継者 １０歳代～５０歳代の状況） 

区  分 回答者数 構成比 

 

農業のみ従事 ５１ ４．９％ 

主に農業従事 １５ １．４％ 

他産業従事＋時々農業 １６９ １６．１％ 

他産業従事（農業従事無） ３１６ ３０．２％ 

生徒又は学生 ４７ ４．５％ 

後継者は全くいない ３９１ ３７．３％ 

無回答 ６０ ５．７％ 

合 計 １，０４９ １００．１％ 

※複数回答者１人・１回答分多い結果となっている 

 

問１２（今後、農業後継者に望むこと） 

区  分 回答者数 構成比 

 

農業だけに従事 ３３ ５．５％ 

農業を主体に従事 ４２ ７．０％ 

他産業従事＋時々農業 ２３１ ３８．６％ 

農業従事は望まない ９８ １６．４％ 

分からない １７１ ２８．６％ 

無回答 ２３ ３．９％ 

非該当 ４５０ - 

合 計 １，０４８ １００．０％

 

 

問１３（１０年後の農業経営について） 

区  分 回答者数 構成比 

 

現状維持 ２５０ ２３．９％ 

規模拡大 ５６ ５．３％ 

規模縮小 １０３ ９．８％ 

離  農 ２９７ ２８．３％ 

分からない ３０４ ２９．０％ 

無回答 ４４ ４．２％ 

合 計 １，０５４ １００．５％ 

※複数回答者６人・６回答分多い結果となっている 

 

 

51 15

169

316

47

391

60
農業のみ

農業主体

他産業＋農業

他産業従事

生徒又は学生

後継者なし

無回答

33 42

231
98

171

23
農業だけ

農業主体

他産業＋農業

農業従事なし

分からない

無回答

250

56

103297

304

44 現状維持

規模拡大

規模縮小

離農

分からない

無回答
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問１４（規模縮小・離農したい理由） 

区  分 回答者数 構成比 

 

農業収入が少ない ５４ １３．５％ 

高齢化（体力不安） １８３ ４５．９％ 

後継者がいない １６５ ４１．４％ 

機械・施設の老朽化 ３４ ８．５％ 

耕作条件の悪さ ４ １．０％ 

有害鳥獣被害 ２ ０．５％ 

農業以外の業務多忙 ４６ １１．５％ 

その他 １３ ３．３％ 

無回答 ３ ０．８％ 

非該当 ６４９ - 

合 計 １，１５３ １２６．４％ 

※複数回答者７９人・１０５回答分多い結果となっている 

 

問１５（規模縮小・離農した場合の農地の活用） 

区  分 回答者数 構成比 

 

担い手等への貸出 １６７ ４１．９％ 

維持管理のみ実施 ３８ ９．５％ 

農地以外への転用 ３２ ８．０％ 

売  買 １３３ ３３．３％ 

耕作放棄 １２ ３．０％ 

今後検討 ４８ １２．０％ 

その他 １０ ２．５％ 

無回答 ８ ２．０％ 

非該当 ６４９ - 

合 計 １，０９７ １１２．２％

※複数回答者４０人・４９回答分多い結果となっている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54

183
165

34
4

2

46

13 3

農業収入が少な

い

高齢化

後継者がいない

機械・施設の老

朽化

耕作条件の悪さ

有害鳥獣被害

農業以外の業務

多忙

その他

無回答

167

3832

133

12 48

10 8

担い手等への貸出

維持管理のみ実施

農地以外への転用

売買

耕作放棄

今後検討

その他

無回答
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問１６（離農希望者が活用していた農業施設） 

区  分 回答者数 構成比 

 

ビニールハウス ３６ １２．１％ 

ガラスハウス ２ ０．７％ 

畜  舎 ３ １．０％ 

農作業場（建物） ３３ １１．１％ 

その他 ４ １．３％ 

無回答 ２３３ ７８．５％ 

非該当 ７５１ - 

合 計 １，０６２ １０４．７％ 

※複数回答者１４人・１４回答分多い結果となっている 

 

問１７（離農後の農業施設の使用希望対応について） 

区  分 回答者数 構成比 

 

賃 貸 借 ２１ ７．１％ 

使用貸借 ９ ３．０％ 

売  却 １６ ５．４％ 

無償譲渡 ４ １．３％ 

使用不可（取壊し） ３４ １１．４％ 

その他の対応 ３９ １３．１％ 

無回答 １７４ ５８．６％ 

非該当 ７５１ - 

合 計 １，０４８ ９９．９％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36

2

3

33 4
233

ビニールハ

ウス

ガラスハウ

ス

畜舎

農作業場

（建物）

その他

無回答

21 9 16
4

34

39174

賃貸借

使用貸借

売却

無償譲渡

使用不可

その他

無回答
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問１８（現状維持・規模拡大希望者の今後の対応について） 

区  分 回答者数 構成比 

 

現状維持 ２２５ ７３．８％ 

飼料作物・戦略作物栽培 ４４ １４．４％ 

高収益作物栽培 ４５ １４．８％ 

法人化による経営合理化 ２６ ８．５％ 

超省力化・高品質生産 ２３ ７．５％ 

新たな作物栽培 ２３ ７．５％ 

６次産業化（加工・販売） １４ ４．６％ 

加工・業務用野菜の栽培 ２３ ７．５％ 

契約栽培 １１ ３．６％ 

その他 ９ ３．０％ 

無回答 １２ ３．９％ 

非該当 ７４３ - 

合 計 １，１９８ １４９．１％ 

※回答は複数選択可（３項目まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

225

4445
26
23
23
14
23
11

9 12

現状維持

飼料作物・戦

略作物
高収益作物栽

培
法人化

超省力化・高

品質生産
新たな作物栽

培
６次産業化

加工・業務用

野菜
契約栽培

その他

無回答
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４．地域農業の発展・振興策について 

 

問１９（担い手の育成・確保に必要な施策） 

区  分 回答者数 構成比 

認定農業者を育成するための積極的な指導 １２１ １１．５％ 

法人経営の取組み ２３９ ２２．８％ 

集落営農の組織化、将来的な法人化 ２２３ ２１．８％ 

就農相談会の積極的な開催 １３３ １２．７％ 

農地バンクを利用した担い手への農地利用集積 ２１３ ２０．３％ 

企業等の新規参入の促進 １１４ １０．９％ 

小規模・零細農家への機械・施設の共同利用化 ２８３ ２７．０％ 

各種補助制度の充実 ２７７ ２６．４％ 

その他 ６５ ６．２％ 

無回答 ２４０ ２２．９％ 

合 計 １，９１３ １８２．５％ 

 

※回答は複数選択可（３項目まで） 

 

問２０（効率的・安定的な農業生産に必要と思われること） 

区  分 回答者数 構成比 

 

用排水施設の整備 １４８ １４．１％ 

農地の整備 ２８３ ２７．０％ 

農道の整備 １２８ １２．２％ 

農地の防災保全 ３３ ３．１％ 

施設の維持管理 １７２ １６．４％ 

その他 ６６ ６．３％ 

無回答 ３０５ ２９．１％ 

合 計 １，１３５ １０８．２％ 

※複数回答者７０人・８７回答分多い結果となっている 

 

 

 

 

121
239

228

133
213114

283

277

65
240

認定農業者を育成するための積極的な指導
法人経営の取組み
集落営農の組織化、将来的な法人化
就農相談会の積極的な開催
農地バンクを利用した担い手への農地利用集積
企業等の新規参入の促進
小規模・零細農家への機械・施設の共同利用化
各種補助制度の充実
その他
無回答

148

283

128

33

172
66

305

用排水施設の設

備
農地の整備

農道の整備

農地の防災保全

施設の維持管理

その他

無回答
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問２１（農業振興を図るために新たに必要と思われる補助制度：自由意見） 

・農業経営継続に向けた小規模な兼業農家に対する補助制度の充実 

・従業員の雇用のノウハウや経営者になるための講座等の開催 

・特定の品目のみならず、品目に関係なく平等な補助 

・畑地に対する農業振興補助 

・認定農業者以外に対する農機具購入補助 

・後継者育成と農機具・農業施設整備等に対する補助の充実 

・気候変動、災害対策に対する補助制度 

・専業農家の大規模経営に対する労働力確保のための補助 

・ＪＡライスセンターに対する運営補助：利用料補助 
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５．スマート農業について 

 

問２２（スマート農業への取組） 

区  分 回答者数 構成比 

 

既に導入済 ２９ ２．８％ 

導入予定あり ４ ０．４％ 

興味はあるが未導入 １７９ １７．１％ 

導入予定なし ３４２ ３２．６％ 

分からない ２５７ ２４．５％ 

無回答 ２４０ ２２．９％ 

合 計 １，０５１ １００．３％ 

※複数回答者３人・３回答分多い結果となっている 

 

問２３（最も導入したいスマート農業機械） 

区  分 回答者数 構成比 

自動走行トラクター・コンバイン ６４ ３０．３％ 

農業用ドローン ８６ ４０．８％ 

パワーアシストスーツ ３４ １６．１％ 

生育管理システム ６１ ２８．９％ 

水田等水管理システム（遠隔・自動） ５４ ２５．６％ 

収穫ロボット ３０ １４．２％ 

経営管理システム ３４ １６．１％ 

その他 ９ ４．３％ 

無回答 ２１ １０．０％ 

非該当 ８３７ - 

合 計 １，２３０ １８６．３％ 

 

※回答は複数選択可 

 

 

 

 

 

29 4

179

342257

240

既に導入済

導入予定あり

興味はあるが未

導入
導入予定なし

分からない

無回答

64

86

34
61

54

30

34
9 21 自動走行トラクター・コンバイン

農業用ドローン

パワーアシストスーツ
生育管理システム
水田等水管理システム

収穫ロボット
経営管理システム

その他
無回答
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問２４（スマート農業の導入による期待される効果） 

区  分 回答者数 構成比 

農作業の省力化・負担軽減 １０７ ５０．７％ 

収益性の向上による経営の安定化 ３５ １６．６％ 

生産性の向上 ３１ １４．７％ 

収穫量の増加 １３ ６．２％ 

農作物の品質向上 １５ ７．１％ 

課題の明確化 ２ ０．９％ 

農業技術のスムーズな継承 １１ ５．２％ 

ＡＩ分析による農薬・肥料等の使用量抑制 １８ ８．５％ 

その他 ３ １．４％ 

無回答 ８０ ３７．９％ 

非該当 ８３７ - 

合 計 １，１５２ １４９．２％ 

 

※回答は複数選択可（２項目まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

107

3531
1315

2
11

18 3

80

農作業の省力化・負担軽減

収益性の向上による経営の安定化

生産性の向上

収穫量の増加

農作物の品質向上

課題の明確化

農業技術のスムーズな継承

AI分析による農薬、肥料等の使用量抑制

その他

無回答
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問２５（スマート農業導入の課題） 

区  分 回答者数 構成比 

導入コストが高価 １７０ ８０．６％ 

先行き不透明（後継者等）で導入に踏切れない ５１ ２４．２％ 

経営が小規模で実態に合わない ８８ ４１．７％ 

導入効果が不明 ３３ １５．６％ 

操作方法が難しい １５ ７．１％ 

販売機械が不明 ２２ １０．４％ 

購入先が不明 ５ ２．４％ 

すぐに必要とされる機器がない ５ ２．４％ 

機械間の互換性が乏しい ８ ３．８％ 

情報通信基盤が不十分 １４ ６．６％ 

先進技術を扱う人材確保が困難 １４ ６．６％ 

その他 ４ １．９％ 

無回答 １２ ５．７％ 

非該当 ８３７ - 

合 計 １，２７８ ２０９．０％ 

 

※回答は複数選択可（３項目まで） 

 

問２６（スマート農業に対する自由意見：主なもの） 

・近代化も良いが、収支に見合うのか疑問である 

・中小農家では、費用対効果に問題がある 

・効果が不明であり購入には踏み切れないため、レンタル等の制度があれば良い 

・現状の米作農業では、採算が取れるのか疑問 

 

 

 

 

 

 

170

5188

33
15

22

5 5 8
14 14 4 12 導入コストが高価

先行き不透明で導入に踏み切れない
経営が小規模で実態に合わない
導入効果が不明
操作方法が難しい
販売機械が不明
購入先が不明
すぐに導入とされる機器がない
機械間の互換性が乏しい
情報通信基盤が不十分
先進技術を扱う人材確保が困難
その他
無回答
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６．有機農業について 

 

問２７（有機農業や減農薬栽培に対する関心） 

区  分 回答者数 構成比 

 

既に有機栽培実施 ５６ ５．３％ 

減農薬栽培を実施 １２０ １１．５％ 

近いうちに実施予定 ２３ ２．２％ 

やっていたがやめた １２ １．１％ 

行う予定はない ４１４ ３９．５％ 

関心はない ２３４ ２２．３％ 

その他 ４３ ４．１％ 

無回答 ２２７ ２１．７％ 

合 計 １，１２９ １０７．７％ 

※回答は複数選択可（２項目まで） 

 

問２８（有機農業や減農薬栽培に取り組む理由） 

区  分 回答者数 構成比 

 

より良い農作物の提供 ６３ ４３．４％ 

農薬等コスト低減 ８０ ５５．２％ 

自身の健康のため ６４ ４４．１％ 

環境負荷低減 ３９ ２６．９％ 

生物保全 １８ １２．４％ 

需要への対応 １３ ９．０％ 

販路が確保されている ３ ２．１％ 

知人等からの推奨 ２ １．４％ 

販売価格が高価 ８ ５．５％ 

補助金の支援対象 １ ０．７％ 

その他 ６ ４．１％ 

無回答 ６ ４．１％ 

非該当 ９０３ - 

合 計 １，２０６ ２０８．９％ 

※回答は複数選択可（３項目まで） 

 

 

 

 

 

 

56 120
23
12

414234

43
227

既に有機栽培

実施
減農薬栽培を

実施
近いうちに実

施予定
やっていたが

やめた
行う予定はな

い
関心がない

その他

無回答

63

80
64

39

18
13 3

2
8

1

6

6

よりよい農産

物の提供
農薬等コスト

低減
自身の健康の

ため
環境負荷低減

生物保全

需要への対応

販路が確保さ

れている
知人等からの

推奨
販売価格が高

価
補助金の支援

対象
その他

無回答
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問２９（有機農業や減農薬栽培の問題点） 

区  分 回答者数 構成比 

必要な量の有機物（堆肥）の確保 １２４ １１．８％ 

十分な技術・知識がない ２３１ ２２．０％ 

栽培に手間がかかる反面、収量が少ない ２６３ ２５．１％ 

品質管理の難しさ、生産資材費用 １１４ １０．９％ 

虫食い等による品質・生産量への不安 ２８１ ２６．８％ 

販路開拓の難しさ ５０ ４．８％ 

広域的実施による有機栽培確立の難しさ ６８ ６．５％ 

消費者の理解や意識の低さ ８９ ８．５％ 

病害虫問題による慣行農業者の理解 ９５ ９．１％ 

有機ＪＡＳ認証取得の費用・期間 ２６ ２．５％ 

その他 ４３ ４．１％ 

無回答 ４３７ ４１．７％ 

合 計 １，８２１ １７３．８％ 

 

※回答は複数選択可（３項目まで） 

 

問３０（有機栽培や環境に配慮した栽培を推進する上での必要事項） 

区  分 回答者数 構成比 

 

隣接農地耕作者の理解 ２４９ ２３．８％ 

研修会等の実施 １５４ １４．７％ 

栽培の指導・情報提供 ２３２ ２２．１％ 

有機物原料の確保 １８７ １７．８％ 

施設整備等に係る補助 １０８ １０．３％ 

慣行作物以上の価格 １５４ １４．７％ 

消費者等へのＰＲ １１７ １１．２％ 

グループづくり ４７ ４．５％ 

その他 ４２ ４．０％ 

無回答 ４５２ ４３．１％ 

合 計 １，７４２ １６６．２％ 

※回答は複数選択可（３項目まで） 

 

124

231

263

114281
5068

89
95

26
43

437

必要な量の有機物の確保
十分な技術・知識がない
栽培に手間がかかる反面、収量が少ない
品質管理の難しさ、生産資材費用
虫食い等による品質・生産量への不安
販路開拓の難しさ
広域的実施による有機栽培確立の難しさ
消費者の理解や意識の低さ
病害虫問題による慣行農業者の理解
有機JAS認証取得の費用・期間
その他
無回答

249 154

232

187108154
117
47
42

452

隣接耕作者

の理解
研修会等の

実施
栽培の指導

情報提供
有機物原料

の確保
施設整備等

の補助
慣行作物以

上の価格
消費者等へ

のPR
グループづ

くり
その他

無回答
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問３１（有機農業に対する自由意見：主なもの） 

・堆肥の臭気対策が必要 

・消費者は安価な生産物を選択するため、有機農業による生産物により、生産に見合

う対価が得られるのか不安である 

・慣行農業との共存 

・地球温暖化が進展する中で、有機農業を無視することは困難であり、地球環境にや

さしい農業を展開していく方向性を行政が指導していかなければならず、まずは、

耕畜連携の積極的な推進と畜産農家へのメタンガス抑制飼料補助を検討してはどう

か 

・虫喰い作物は販売できず、無農薬栽培は気温が高いと虫が発生するため困難 
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７．農業振興地域制度について 

 

問３２（農業振興地域制度の理解） 

区  分 回答者数 構成比 

 

知っている １０７ １０．２％ 

ある程度知っている ２１６ ２０．６％ 

知らない ５７８ ５５．２％ 

無回答 １４７ １４．０％ 

合 計 １，０４８ １００．０％ 

 

問３３（農用地区域内の所有農地の理解） 

区  分 回答者数 構成比 

 

知っている １４４ １３．７％ 

ある程度知っている １５５ １４．８％ 

知らない ５９５ ５６．８％ 

無回答 １５４ １４．７％ 

合 計 １，０４８ １００．０％ 

 

問３４（農用地区域内における農地保全の考え方） 

区  分 回答者数 構成比 

集落内での検討による計画的な土地利用 １８８ １７．９％ 

生産・生活環境を守るための制約 １１４ １０．９％ 

無秩序な開発・環境破壊に対する規制強化 ５９ ５．６％ 

規制緩和 １９０ １８．１％ 

現状のままで良い ２１０ ２０．０％ 

無回答 ２９６ ２８．２％ 

合 計 １，０５７ １００．７％ 

 

※複数回答者７人・９回答分多い結果となっている 

 

 

 

 

107

216

578

147

知っている

ある程度知っ

ている

知らない

無回答

144

155

595

154

知っている

ある程度知って

いる

知らない

無回答

188
114

59190210

296

集落内での検討による計画的な土地利用

生産・生活環境を守るための制約

無秩序な開発・環境破壊に対する規制強化

規制緩和

現状のままで良い

無回答
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問３５（１０年前と比較した居住地の状況） 

区  分 回答者数 構成比 

環境整備（圃場・農道整備）により利便性向上 ７６ ７．３％ 

非農家の増加による宅地化の進展 １３２ １２．６％ 

農家の経営規模の大小が明確となった ３４６ ３３．０％ 

地域内開発による農地の減少 ３２ ３．１％ 

耕作放棄地の増加 ３０７ ２９．３％ 

ほとんど変わらない １７２ １６．４％ 

無回答 １３０ １２．４％ 

合 計 １，１９５ １１４．１％ 

 

※複数回答者１２１人・１４７回答分多い結果となっている 

 

問３６・３７（直近５年以内における農地の活用） 

区  分 回答者数 構成比 

農家住宅の建築 ４ ０．４％ 

親族の分家住宅の建築 ２３ ２．２％ 

農業用施設（畜舎・作業場等）の建設 ２５ ２．４％ 

農作物販売施設の建設 ２ ０．２％ 

その他 ２２ ２．１％ 

予定はない ８２３ ７８．５％ 

無回答 １５６ １４．９％ 

合 計 １，０５５ １００．７％ 

 

※複数回答者５人・７回答分多い結果となっている 

 

 

 

 

76
132

346

32

307

172

130 環境整備により利便性向上

非農家の増加による宅地化

農家の経営規模の明確化

開発による農地の減少

耕作放棄地の増加

ほとんど変わらない

無回答

4 23 25 2 22

823

156 農家住宅の建築
親族の分家住宅の建築

農業用施設の建設

農作物販売施設の建設
その他

予定はない

無回答
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問３８（市の農業に対する自由意見：主なもの） 

・安定した収入が確保されないかぎり、専業農家にはなりにくい、天候によって左右

され、休みもなく、大変さだけが目立つと思う、後継者もできるわけがない。社会全

体での支援が必要と考える。農協が積極的に協力し、会社員をしながら週末の農業を

支援できるような企画をしていけるといいと思う。 

・農業をやめたい人が土地を手離せる方法や案を考えて頂けるとありがたいです。 

・農薬の価格、肥料の価格を安くできないか。 

・農業収入では、生活出来ない。 
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◎ アンケートの分析結果及び今後の取組みについて 

 

〇 アンケートの分析結果 

１．調査対象者の属性 

・本市の農業者においても高齢化が進展しており、５０歳以上の農業者が全体の９割を

占めており、新たな担い手を確保していくことが急務である 

・年齢推移的に、今後１０数年の間に離農を決断する農業者が増大すると考えられ、現

状ではこれらをまかなう割合の若手農業者は創出されていない 

 

２．農業経営の状況 

・農業以外の収入が主となる第２種兼業農家や非農家の割合が高い 

・農地の集積・集約による「農業の大規模化」が推奨されている一方で、「大規模農家以

外」の「中・小規模農家」が現在の農業を支えていると考えられる 

 

３．農業後継者及び今後の農業経営の方向性 

・引き継ぎ手となる人材自体が減少しており、後継者がいたとしても、子息が専業農家

として生計を立てることを望まない農業者が多い状況にある 

・１０年後の農業経営においては、「離農」及び「分からない」が半数以上を占めている 

 

４．地域農業の発展・振興策 

・高額化し続ける農業機械・施設等が農業者にとって非常に負担となっており、中小規

模の農家に対する補助制度を求める意見が多い 

 

５．スマート農業 

・作業時間や労力軽減等による効率化を図るため、スマート農業機器の導入希望は一定

数あるものの、導入コストをはじめ、経営規模や後継者問題等、様々な問題があるこ

とが顕著に表れている 

 

６．有機農業 

・環境に配慮しながら、コスト低減や健康意識などから、有機農業や減農薬栽培に取り

組む農業者が一定数いるものの、「行う予定はない」・「関心はない」と回答した割合が

６割を占める 

・有機農業を行う上では、十分な技術・知識の習得や慣行農業との共存を図るための様々

な課題がある 

 

７．農業振興地域制度 

・「知らない」と回答した割合が半数以上であり、１０年前と比較した居住地の状況では、

農業者人口の減少、高齢化、担い手不足の影響が農業経営に顕著に表れている 
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〇 今後の対応について 

 

・国の農業施策においては、農地集積や法人化による大規模営農化により、担い手不足

や遊休農地等の解決へ結びつける方向性が推進されており、国・県により補助制度が

整備されるとともに、１０年後の地域農業の在り方や農地集積の方向性を明らかにす

るための「地域計画」を令和７年３月までに策定することとなっている 

・このため、意欲ある農家については、地域計画における受け手に位置づけし、耕作面

積の拡大をはじめ、より収益性の高い作物の作付けを促すなど、将来の担い手育成に

向けた支援を検討し、国への要望による補助を活用しやすい環境づくりに取り組む 

 

・スマート農業や有機農業といった新たな農業形態については、共通する意向として、

地域そのものに受け入れる環境自体が未だ醸成されていないこと（ICT 化を十分に生か

せる大規模圃場整備や集約化。隣地問題や生産量の課題等をふまえた有機農場のエリ

ア化等）や、費用対効果、判断材料となる知識・情報の不足が多く上げられており、

スマート農業・有機農業の取組推進にあたっては、支援のフレームを構築するより先

に環境整備と知識の普及に取り組む 

・スマート農業や有機農業は、農地整備や大規模営農化が推進されるほど効果的、効率

的に取り組むことが可能となることから、地域計画とセットで検討を進める 

 

・農業振興地域制度においては、土地の有効利用と農地の健全な発展を図るため、優良

農地を確保していく必要があることから、計画の改定にあたっては、現地調査を十分

に行いながら、地域計画策定における地域での話し合いを通して、計画的な土地利用

を図っていくこととする。 

 

 

 

◎農地集積による優良農地の確保と共に、意欲ある農業者が経営の維持・発展を図れる

よう、課題に対し適切な支援策を講じるとともに、新たな農業形態や新技術を受け入

れる意識醸成のため、知識や技術習得の機会づくり及び取組に対する地域への理解を

促すための啓発活動に努めることとする 

 


